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用地調査等業務共通仕様書の一部改正について 

改正後（R1.10 改正） 現 行 

 

第１章 総則 

第１条 [略] 

第２条 用語の定義 

（１）～（４２） ［略］ 
（43）「立竹木要領」とは、中央用地対策連絡協議会（以下「中央用対」という。）が定める立竹木調査算定要領（案）をい

う。 

この場合において、立竹木要領第１条中「公共用地の取得に伴う損失補償基準細則（以下「基準細則」という。）第５

及び第 22」とあるのは「運用方針第５及び第 23」と、第８条中「細則第 22 第２項」とあるのは「運用方針第 23 第２

項」と読み替えるものとする。 

（44）「改葬等要領」とは、中央用対が定める改葬の補償及び祭し料調査算定要領（案）をいう。 

この場合において、改葬等要領第１条及び第７条中「基準細則第19」とあるのは「運用方針第20」と、第１条中「基

準細則第20」とあるのは「運用方針第21」と読み替えるものとする。 

（45）「土地利用履歴要領」とは、中央用対が定める土壌汚染に関する土地利用履歴等調査要領（案）をいう。 

この場合において、土地利用履歴要領第８条中「事務所長」とあるのは「事業所（農林水産省組織規則（平成13 年農

林水産省令第１号）に定める事務所及び事業所をいう。）の長」と読み替えるものとする。 

（46）「建物要領」とは、中央用対が定める建物移転料算定要領（案）をいう。 

この場合において、建物要領第１条及び別記曳家移転料算定要領第１条中「基準細則」とあるのは「運用方針」と、「基

準細則」とあるのは「運用方針」と読み替えるものとする。 

（47）「機械設備要領」とは、中央用対が定める機械設備調査算定要領（案）をいう。 

この場合において、機械設備要領第１条中「基準細則」とあるのは「運用方針」と読み替えるものとする。 

（48）「附帯工作物要領」とは、中央用対が定める附帯工作物調査算定要領（案）をいう。 

この場合において、附帯工作物要領第１条中「基準細則」とあるのは「運用方針」と読み替えるものとする 

（49）「石綿要領」とは、中央用対が定める石綿調査算定要領（案）をいう。 

この場合において、石綿要領第１条中「基準細則」とあるのは「運用方針」と読み替えるものとする。 

（50）「動産要領」とは、中央用対が定める動産移転料調査算定要領（案）をいう。 

この場合において、動産要領第１条中「基準細則」とあるのは「運用方針」と読み替えるものとする。 

（51）「地盤変動要領」とは、中央用対が定める地盤変動影響調査算定要領をいう。 

この場合において、地盤変動要領第１条中「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害

等に係る事務処理要領（昭和 61年 5月 2日付け中央用対発第 4 号）」とあるのは「国営土地改良事業に係る工事の施

行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る事務処理要領」と、第27 条中「公共用地の取得に伴う損失

補償基準（昭和37 年10 月12 日用地対策連絡会決定）第37 条」とあるのは「土地改良補償要綱第35 条（移転雑費）」

と読み替えるものとする。 

 

第３条 [略] 

 

 

第１章 総則 

第１条 [略] 

第２条 用語の定義 

（１）～（４２） ［略］ 
[新設] 

 
 
 
 
[新設] 

 
 
[新設] 

 
 

[新設] 

 

 

[新設] 

 

[新設] 

 

[新設] 

 

[新設] 

 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

第３条 [略] 

 



2 

改正後（R1.10 改正） 現 行 

 

第４条 用地調査等業務の区分 

 （１）～（３） [略] 

 （４）立竹木等は、「別記１」建物等区分表の表３により庭木等、用材林[削除]、薪炭林[削除]、収穫樹、竹林、苗木（植木

畑）、立毛（農作物）及びその他の立木に区分する。 
第５条 ～ 第４０条 [略] 

第４１条 作業計画書 

受注者は、契約締結後１５日以内に共通仕様書及び特記仕様書並びに現地踏査の結果等を基に、作業計画書を作成し、

調査職員に協議し提出しなければならない。 

２ 作業計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。[以降、略] 

３ 受注者は、作業計画書の重要な内容を変更する場合には、理由を明確にした上で、その都度調査職員に変更作業計画

書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、調査職員が指示した事項については、更に詳細な作業計画に係る資料を提出しなければならない。 

５ 受注者は、第１項の作業計画書に基づき業務が確実に実施できる執行体制を整備するものとする。 

第４２条 ～ 第４４条 [略] 

第４６条 建物等の計測 

建物及び工作物の調査において、長さ、高さ等の計測単位は、メートルを基本とし、小数点以下第２位（小数点以下第

３位四捨五入）とする。 

ただし、排水管等の長さ等で小数点以下第２位の計測が困難なものは、この限りでない。 

２～３ [略] 

４ 立竹木の計測単位は、立竹木要領によるものとする。 

（１）［削除］ 

（２）［削除］ 

 

５ [削除]立毛（農作物）か植え込まれている区域の計測単位は、メートルとし、小数点以下第１位（小数点以下第２位

四捨五入）までとする。 

第４７条 ～ 第５５条 [略] 

第５６条 墓地管理者等の調査 

墓地管理者等の調査は、改葬等要領により行うものとする。 

[削除] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 用地調査等業務の区分 

 （１）～（３） [略] 

 （４）立竹木等は、「別記１」建物等区分表の表３により庭木等、用材林立木、薪炭林立木、収穫樹、竹林、苗木（植木

畑）、立毛（農作物）及びその他の立木に区分する。 
第５条 ～ 第４０条 [略] 

第４１条 業務計画書 

受注者は、契約締結後１５日以内に共通仕様書及び特記仕様書並びに現地踏査の結果等を基に、業務計画書を作成し、

調査職員に協議し提出しなければならない。 

２ 作業業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。[以降、略] 

３ 受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合には、理由を明確にした上で、その都度調査職員に変更業務計画

書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、調査職員が指示した事項については、更に詳細な業務計画に係る資料を提出しなければならない。 

５ 受注者は、第１項の業務計画書に基づき業務が確実に実施できる執行体制を整備するものとする。 

第４２条 ～ 第４５条 [略] 

第４６条 建物等の計測 

建物及び工作物の調査において、長さ、高さ等の計測単位は、メートルを基本とし、小数点以下第２位（小数点以下第

３位四捨五入）とする。 

ただし、排水管等の長さ等で小数点以下第２位の計測が困難なものは、この限りでない。 

２～３ [略] 

４ 立竹木の計測単位は、次の各号によるものとする。 

（１）根本周囲、胸高直径は、センチメートル（小数点以下第１位四捨五入）とする。 

（２）枝幅、樹高は、メートルとし、小数点以下第１位（小数点以下第２位四捨五入）とする。ただし、庭木等のうち株

物類、玉物類、特殊樹及び生垣用木については、センチメートル（小数点以下第１位四捨五入）とする。 

５ 芝、地被類、草花等、立毛（農作物）か植[新設]込まれている区域の計測単位は、メートルとし、小数点以下第１位

（小数点以下第２位四捨五入）[新設]とする。 

第４７条 ～ 第５５条 [略] 

第５６条 墓地管理者等の調査 

墓地管理者等の調査は、調査区域内に存する墓地又は墳墓の権利関係について、次の各号により行うものとする。 

（１）墓地の所有者及び管理者（以下「墓地管理者」という。）の調査 

墓地管理者の調査は、土地の登記記録の調査及び市町職員、集落の代表者等、寺院の代表役員等からの聞取りによる。 

この場合において、墓地管理者が宗教法人のときは、宗教法人登記簿等により次に掲げる事項を調査する。 

① 名称 

② 事務所の所在地 

③ 包括団体の名称及び宗教法人・非宗教法人の別 

④ 代表権を有する者の氏名、住所及び資格  

⑤ 財産処分等に関する規則がある場合は、その事項 

⑥ 永代使用料（入壇志納金）に関する事項 
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改正後（R1.10 改正） 現 行 

 

[削除] 

 

 

 

 

[削除] 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５７条 土地利用履歴等の調査 

土地利用履歴等の調査とは、取得又は使用の対象となる土地に係る土壌汚染状況調査の実施の要否を判定するための

業務であり、土地利用履歴要領により行うものとする。 

 

第５８条 [略] 

第５９条 調査書の作成 

第５３条から第５５条までに調査した事項については、土地の登記記録調査表、建物の登記記録調査表、及び権利者

調査表に所定の事項を記載するものとする。 

２ [略] 

３ 墓地管理者等の調査表は、第45条の調査結果を基に改葬等要領により作成するものとする。 

４ 土地利用履歴等の調査表は、第５７条の結果を基に土地利用履歴要領により作成するものとする。 

第６０条 用地測量 
用地測量とは、土地及び境界等について調査し、用地取得等に必要な資料及び図面を作成する作業をいい、原則として、

香川県土地改良事業測量作業規程（平成２８年７月５日付け承認番号国国地第４５号）（以下「測量作業規程」という。）

によるほか、以下第５８条から第７７条により行うものとする。 
第６１条 公共用地境界の打合せ 

調査区域内に国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第９条の規定に基づき、部局等の長が管理する国有財産が存す

るとき又は公共物管理者等が管理する土地が存するときは、部局等の長又は公共物管理者等と公共用地境界確定（境界確

認を含む。）の方法について調査職員の指示に基づき打合せを行わなければならない。 

第６２条 資料の作成及び立会い 

受注者は、前条の打合せの結果を調査職員に報告し、その指示に基づき公共用地境界確定のための手続又は現況測量

等に必要となる資料の収集及び作成を行うものとする。 
２ 部局等の長又は公共物管理者等が現地において公共用地境界確定作業を行うときは、それらの作業を補助するものと

⑦ その他必要と認める事項 

（２）墓地使用（祭祀）者の調査 

① 墓地使用者の画地ごとに、墓地管理者等から墓地の使用（祭祀）者の氏名、住所等について聴取する。 

この場合において、墓地の使用者から維持・管理の委任を受けている者がいるとき又は墓地使用名義人と現実の使用

者（祭祀を主宰する者）が異なっている場合には、その原因と受任者、承継人等の氏名及び住所を調査する。 

② それぞれの墓地の画地については、前号の調査を基に墓地管理者と協議し、墓地の使用（祭祀）者を確認する。 

（３）墓地使用（祭祀）者単位の霊名簿（過去帳）の調査 

前２号で確定した墓地使用（祭祀）者（未確認のものを含む。）を単位として、墓地管理者が管理する霊名簿（過去帳）

及び墓地使用（祭祀）者から次に掲げる事項を聴取する。 

① 法名（戒名） 

② 俗名、性別及び享年 

③ 死亡年月日 

④ 火葬、土葬の区分 

⑤ 墓地使用者単位の霊数 

⑥ その他必要と認める事項 

第５７条 土地利用履歴等の調査 

土地利用履歴等の調査とは、取得又は使用の対象となる土地に係る土壌汚染状況調査の実施の要否を判定するための

業務であり、土壌汚染に関する土地利用履歴等調査要領（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７４号農林水産省

農村振興局整備部設計課長通知。以下「土地利用履歴等調査要領」という。）により行うものとする。 

第５８条 [略] 

第５９条 調査書の作成 

第５３条から第５６条までに調査した事項については、土地の登記記録調査表、建物の登記記録調査表、[新設]権利

者調査表、墓地管理者調査表及び墓地使用（祭祀）者調査表に所定の事項を記載するものとする。 

２ [略] 

[新設]  

３ 土地利用履歴等の調査表は、第５７条の結果を基に土地利用履歴等調査要領により作成するものとする。 

第６０条 用地測量 
用地測量とは、土地及び境界等について調査し、用地取得等に必要な資料及び図面を作成する作業をいい、原則として、

香川県土地改良事業測量作業規程（平成２５年６月１７日付け承認番号国国地第７３号）（以下「測量作業規程」という。）

によるほか、以下第５８条から第７７条により行うものとする。 
第６１条 公共用地境界の打合せ 

調査区域内に国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第９条の規定に基づき、部局長が管理する国有財産が存すると

き又は公共物管理者等が管理する土地が存するときは、部局長 又は公共物管理者等と公共用地境界確定（境界確認を含

む。）の方法について調査職員の指示に基づき打合せを行わなければならない。 

第６２条 資料の作成及び立会い 

受注者は、前条の打合せの結果を調査職員に報告し、その指示に基づき公共用地境界確定のための手続又は現況測量

等に必要となる資料の収集及び作成を行うものとする。 
２ 部局長又は公共物管理者等が現地において公共用地境界確定作業を行うときは、それらの作業を補助するものとする。 
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する。 
３ 前条の打合せの結果、第５８条により作成した転写連続図その他資料を基に現況測量等を行うことによって、部局等

の長又は公共物管理者等が公共用地境界の確定とみなすとした場合には、これに必要な作業を行うものとする。 
この場合、必要に応じて公共用地に隣接する土地の所有者から第６６条第２項に準じた同意を得るものとする。 

第８８条 木造建物 
木造建物〔Ⅰ〕の調査は、別に定める建物要領別添一木造建物調査積算要領（以下「木造建物要領」という。）に準じ

て行うものとする。 
２～３ [略] 
 
第８９条～第９０条 [略] 

第９１条 機械設備 
機械設備の調査は、別に定める機械設備要領に準じて行うものとする。 

なお、現地調査等を行うに当たっては、事前に調査職員と協議し、調査の実施について必要な指示を受けるものとする。 

 

第９２条 [略] 

第９３条 附帯工作物 

附帯工作物の調査は、別に定める附帯工作物要領に準じて行うものとする。 
 

第９４条 [略] 

第９５条 墳墓 

墳墓の調査は、改葬等要領により行うものとする。 
  （１） [削除] 
 
 
 
  （２） [削除] 
  （３） [削除] 
  （４） [削除] 
 
  （５） [削除] 
  （６） [削除] 
  （７） [削除] 
第９６条 立竹木等 

立竹木等の調査は、次の各号により行うものとする。 
 

（１）立竹木の調査は、立竹木要領による。 
   ① [削除] 
 

 
３ 前条の打合せの結果、第５８条により作成した転写連続図その他資料を基に現況測量等を行うことによって、部局長又

は公共物管理者等が公共用地境界の確定とみなすとした場合には、これに必要な作業を行うものとする。 
この場合、必要に応じて公共用地に隣接する土地の所有者から第６６条第２項に準じた同意を得るものとする。 

第８８条 木造建物 
木造建物〔Ⅰ〕の調査は、別に定める建物要領建物移転料算定要領（平成２８年３月３１日付け２７農振第２４０６

号農林水産省農村振興局整備部設計課長通知。（以下「建物要領」という。））別添一木造建物調査積算要領（以下「木造

建物要領」という。）に準じて行うものとする。 
２～３ [略] 
第８９条～第９０条 [略] 

第９１条 機械設備 
機械設備の調査は、別に定める機械設備調査算定要領（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７２号農林水産省農

村振興局整備部設計課長通知。以下「機械設備要領」という。）に準じて行うものとする。 
なお、現地調査等を行うに当たっては、事前に調査職員と協議し、調査の実施について必要な指示を受けるものとする。 

第９２条 [略] 

第９３条 附帯工作物 

附帯工作物の調査は、別に定める附帯工作物調査算定要領（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７３号農林水産

省農村振興局整備部設計課長通知。以下「附帯工作物要領」という。）に準じて行うものとする。 
第９４条 [略] 

第９５条 墳墓 

墳墓の調査は、次の各号について行うものとする。 
（１） 墓地の配置の状況、墓地使用者（祭祀者のこと。以下同じ。）ごとの画地及び通路等の 

配置の状況。 
配置の調査は、墓地管理者の立会いを得て平板測量により行う。 

ただし、規模が小さく平板測量以外で行うことが可能なものにあっては、他の方法により行うことができる。 
（２）墓地使用者ごとの墓石の形状、寸法、構造及び種類 

 （３）墓地使用者ごとの墓誌等の形状、寸法及び種類 
 （４）墓地使用者ごとのカロートの形状、寸法及び種類（石造又はコンクリート造）。 

不可視部分については、墓地使用者又は墓地管理者からその状況を聴取する。 
 （５）墓地使用者ごとのその他の石積、囲障、立竹木等の種類、形状、寸法及び数量 
 （６）その他補償額の算定に必要と認められる事項 
 （７）墓地及び墳墓の概要が把握できる写真の撮影 

第９６条 立竹木等 
立竹木等の調査は、「別記１」表３の区分ごとに、各地区用地対策連絡協議会等が定める調査要領等（※「参考６」立

竹木調査積算要領）及び次の各号により行うものとする。 

（１）立竹木の調査は、立竹木要領による。庭木等（観賞樹、効用樹及び風致木等）の調査 

   ① 権利者の画地ごとに立木の位置を調査する。 

当該画地の一部を取得等するときは、取得等する部分と残地の部分とに区分し、立木の位置を図面に表示するととも
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   ② [削除] 
 
 
 
 
 
 
   ③ [削除] 
 
   ④ [削除] 
 
 （２）[削除] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）[削除] 

  
（４）[削除] 
 
 
 
（５）[削除] 
 

に番号（寄植及び連植であって同樹種、同寸法のものは、同番号とする。）を付す。 

   ② 立木については、樹種名、根本周囲、幹周、胸高直径、枝幅、樹高、管理の状況（表１の判定基準による区分）等

を調査する。 

表１ 管理状況の判定基準 

判  定  基  準 区 分 

年２回程度以上の手入れ（剪定）が行われ樹型が整っているもの 良い 

年１回程度の手入れ（剪定）を行っているもの やや良い 

上記以外のもの 普通 

   ③ 観賞用竹（ほていちく、きんめいちく、なりひらたけ、かんちく等）については、５本程度を１株として、その位

置を①の図面に表示するとともに番号を付す。 

   ④ 芝、地被類、草花等については、植込みの面積を調査する。 

 （２）用材林立木の調査 

   ① 権利者ごとに、原則として、毎木調査により、樹種、胸高直径、林齢（又は植林年次）、人工林・天然生林の別、調

査対象の土地１ヘクタール当たりの植栽本数、管理の状況（表２の判定基準による区分）等を調査する。 

 

表２ 用材林の管理状況の判定基準 

判  定  基  準 区 分 

管理（間伐等）を施しており適正な立木密度が確定されている山林 適 正 

概ね10年以上、管理（間伐等）を施しておらず、適正な立木密度が確保されてい

ない山林（下刈り、枝打ち等が充分に行われていない状況であって１ヘクタール

当たりの植栽本数が2齢級以前の適正本数よりも上回っている状況） 

未管理 

   ② 調査職員から、標準地調査法により調査を実施する旨の指示があったときは、次により行う。 

    ア 権利者ごとに、当該土地に植栽されている立木を樹種ごとに一括して取扱うことが相当と認められる区域を決定

し、調査する。 

ただし、同樹種区域であっても立木の粗密度、径級、配置、成育状況及び植林年次が異なっていると認められる場

合には、これらが異なるごとの範囲を調査し、区分する。 

    イ アで定めた区域内で最も標準と認められる範囲（標準地）１,０００平方メートル程度を定め、当該範囲内にある

樹種名、胸高直径、本数及び樹令（又は植林年次）を調査する。 

なお、アで定めた区域が５,０００平方メートル程度以下の場合には、標準地の面積を当該区域面積の１０パーセン

ト程度をもって行う。 

（３）薪炭林立木の調査 

前号用材林立木の調査に準じて行う。 

 （４）収穫樹の調査 

樹種、胸高直径、幹周、樹高、樹齢（又は植付年次）、管理の状況等を調査する。 

また、樹園地に囲障、吊り棚等の工作物が存するときは、これらについても第９３条の例により調査する。 

（５）竹林の調査 

① 権利者ごとに竹林として取り扱うことが相当と認められる区域を決定する。 
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（６）[削除] 
 
 
 
 
 
（７）[削除] 
 
（８）[削除] 
（２）立毛（農作物）は、権利者ごとに水稲、陸稲、麦類、いも類、豆類、野菜、工芸作物及びその他の農作物(以下「農作

物」という。）として取り扱うことが相当と認められる区域を決定し、その区域に栽培されている農作物について、栽

培形態等を調査する。 
（９）[削除] 

 

第９７条 石綿 

建物等に石綿が含有されている場合の調査は、別に定める石綿要領に準じて行うものとする。 
 

第２節 調査書等の作成 

第９８条～第１０５条 [略] 

第１０６条 庭園 

庭園の調査書は、第９４条の調査結果を基に庭園工作物は附帯工作物要領に定める調査表、庭園立竹木は立竹木要領に

定める調査表を用いて、積算に必要と認める土量、コンクリート量、庭石の数量等を記載することにより作成するものと

する。 
第１０７条 墳墓 

墳墓の図面及び調査書は、第９５条の調査結果を基に作成するものとする。 
２ [削除] 
 
 
 
３ [削除] 
 
第１０８条 立竹木等 

立竹木[削除]の図面及び調査書は、第９６条の調査結果を基に立竹木要領により作成するものとする。 
２ [削除]  

この場合において、筍の収穫を目的としているものとその他のものとに区分する。 

② ①で定めた区域内で最も標準と認められる範囲（標準地）５００平方メートル程度を定め、当該範囲内にある品種、

本数及び胸高直径（筍を目的とするものを除く。）並びに筍の収穫を目的とするものにあっては、その管理の状況等を調

査する。 

（６）苗木（植木畑）の調査 

権利者ごとに苗木（植木畑）として取り扱うことが相当と認められる区域を決定し、植栽されている苗木について、同

樹種、同寸法のものごとに樹種名、根本周囲、胸高直径、枝幅、樹高、本数、樹齢（育生年数）及び管理の状況を調査

する。 

この場合において、同樹種、同寸法のものが大規模に植栽されている場合には、第２号②の標準地調査の例により行う

ことができる。 

（７）その他の立木の調査 

    立木の存する位置、樹種等により第１号から第６号の調査に準じて行う。 

（８）立毛（農作物） 

（２）[新設]、権利者ごとに水稲、陸稲、麦類、いも類、豆類、野菜、工芸作物及びその他の農作物(以下「農作物」という。）

として取り扱うことが相当と認められる区域を決定し、その区域に栽培されている農作物について、栽培形態等を調

査する。 

（９）権利者の画地ごとの代表的な立竹木等（標準地調査の場合は、標準地の立竹木等の概要が把握できるもの）の写真の

撮影を行う。 

第９７条 石綿 

建物等に石綿が含有されている場合の調査は、「石綿調査算定要領」（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７５号

農林水産省農村振興局整備部設計課長通知。以下「石綿要領」という。）に準じて行うものとする。 
第２節 調査書等の作成 

第９８条～第１０５条 [略] 

第１０６条 庭園 

庭園の調査書は、第９４条の調査結果を基に工作物調査表及び立竹木調査表を用いて、積算に必要と認める土量、コン

クリート量、庭石の数量等を記載することにより作成するものとする。 
 

第１０７条 墳墓 
墳墓の図面及び調査書は、第９５条の調査結果を基に作成するものとする。 

２ 図面は、次の各号により作成するものとする。 
 （１）墓地使用者ごとの画地及び通路等の区分を明確にする。 
 （２）墓地使用者の画地ごとに番号を付す。 
 （３）土地の取得等の予定線を記入する。 
３ 調査書は、工作物調査表、立竹木調査表及び墳墓調査表を用いて、補償額の算定に必要と認められる事項を記載するこ

とにより作成するものとする。 
第１０８条 立竹木等 

立竹木等の図面及び調査書は、第９６条の調査結果を基に[新設]作成するものとする。 
２ 第９６条第５号又は第２号、第３号、第６号及び第７号で標準地調査を行ったものの図面には、次の各号の事項を記載
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２ 立毛の調査書は、[削除] 「立毛調査表」（別記様式第14号）を用いて作成するものとする。 

 

 

第１０９条 [略] 

第３節 算 定 

第１１０条 移転先の検討 

工場、店舗、営業所、ドライブイン、ゴルフ練習場等の大規模なもの（以下「大規模工場等」という。）以外の建物等を

移転する必要があり、かつ、相当程度の残地が生ずるため、残地を当該建物等の移転先地とすることの検討を行う場合[削

除]には、残地が建物等の移転先地として運用方針第１５第１（４）アからエまでの要件に該当するか否かの検討を行い、

次の各号に掲げる資料を作成するものとする。 

なお、大規模工場等の建物を移転する必要があり、かつ、相当程度の残地が生ずるため、残地を当該建物等の移転先地

とすることの検討を行う場合は、第10 章移転工法案の検討により行うものとする。 

一 移転想定配置図（縮尺100 分の１～500 分の１程度） 

二 有形的・機能的・法制的検討を行った資料（検討概要書） 

２ 前項の検討に当たり残地に従前の建物に照応する建物を再現するための当該照応建物（以下「照応建物」という。）の推

定建築費は、策定した建物計画案に基づき、概算額により積算に必要となる、平面図[削除]立面図等はこのための必要最

小限度のものを作成するものとする。 

なお、調査職員から、当該照応建物の詳細な設計による推定建築費の積算を指示された場合は、この限りでない。 

第１１１条～第１１４条 [略] 

第１１５条 照応建物の詳細設計 

第１１０条第２項の照応建物の推定建築費の概算額により第１１０条第１項の検討を行った場合は、監督職員と協議す

るものとする。 

２ 前項の協議により照応建物によることが妥当と判断された場合における照応建物の推定建築費の積算又は第１１０条第

２項なお書きによる照応建物の推定建築費の積算に当たっては、次の各号に掲げるもののほか、積算に必要となる図面を

作成するものとする。 

（１）照応建物についての計画概要表 

 （２）面積比較表 

第１１６条～第１１９条 [略] 

第１２０条 墳墓 

墳墓の補償額の算定は、第１０７条で作成した資料を基に当該墳墓の移転先及び当該地方における改葬方法の慣行等を

検討した上で、改葬等要領により行うものとする。 

第１２１条 [略] 

 

 

 

するものとする。 
 （１）標準地の位置及び面積 
 （２）標準地を基準として樹木数量等を決定した範囲及び面積 
２３ 立毛の調査書は、立竹木調査表を用いて、補償額の算定に必要と認められる事項を記載することにより作成するもの

とする。 
ただし、用材林及び薪炭林については、用材林調査表を、立毛は「立毛調査表」[新設]を用いて作成するものとする。 
第１０９条 [略] 

第３節 算 定 

第１１０条 移転先の検討 

[新設]建物等を移転する必要があり、かつ、相当程度の残地が生ずるため、残地を当該建物等の移転先地とすることの

検討を行う場合（第９章移転工法の検討に該当するものを除く。）には、残地が建物等の移転先地として運用方針第１５第

１（４）アからエまでの要件に該当するか否かの検討を [新設]するものとする。 

 

[新設] 

 

  

 

２ 前項の検討に当たり残地に従前の建物に照応する建物を再現するための当該照応建物（以下「照応建物」という。）の推

定建築費は、[新設]概算額によるものとし、平面図及び立面図[新設]はこのための必要最小限度のものを作成するものと

する。 

なお、調査職員から、当該照応建物の詳細な設計による推定建築費の積算を指示された場合は、この限りでない。 

第１１１条～第１１４条 [略] 

第１１５条 照応建物の詳細設計 

[新設] 

 

２ [新設] 第１１０条第２項なお書きによる照応建物の推定建築費の積算に当たっては、次の各号に掲げるもののほか、

積算に必要となる図面を作成するものとする。 

 

（１）照応建物についての計画概要表 

 （２）面積比較表 

第１１６条～第１１９条 [略] 

第１２０条 墳墓 

墳墓の補償額の算定は、第１０７条で作成した資料を基に当該墳墓の移転先及び当該地方における改葬方法の慣行等を

検討し、改葬費を併せて行うものとする。 

第１２１条 [略] 
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第７章 営業その他の調査 

第１節 調査 

第１２２条～第１２４条 [略] 

第１２５条 動産に関する調査 

   動産に関する調査は、動産要領により行うものとする。 
 [削除] 
 [削除] 
 [削除] 
 
 [削除] 
 [削除] 
 
第２節 調査書の作成 

第１２６条 調査書の作成 
   営業に関する調査書は、第１２３条の調査結果を基に営業調査表に所定の事項を記載することにより作成するものとす

る。 
   [削除] 
   [削除] 
   [削除] 

２ 居住者等に関する調査書は、第116 条の調査結果を基に居住者調査表に所定の事項を記載することにより作成するも

のとする。 
３ 動産に関する調査書は、前条の調査結果を基に動産要領により作成するものとする。 

第３節 算定 
第１２７条 補償額の算定 

   営業に関する補償額の算定は、調査職員から営業補償の方法につき指示を受けるほか、建物及び工作物の移転料の算定

業務が当該委託契約の対象とされていないときは、これらの移転工法の教示を得た上で、行うものとする。 
 ２ [略] 
３ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要領により行うものとする。 

この場合において、美術品等の特殊な動産で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるものについては、

専門業者の見積を徴するものとする。 
第８章 消費税等調査 

第１２８条～第１３０条 [略] 

第９章 予備調査 

第１節 調査 
第１３１条 予備調査 

   予備調査は、大規模工場等の敷地（土地）の一部が取得等の対象となる場合において、現状の機能を構内（残地）にお

いて回復させることの検討が必要であると認められるときに、当該大規模工場等の使用実態、建物等の影響の範囲及び想

定される移転計画（レイアウト）の概略を予め把握するために行う調査とする。 

第７章 営業その他の調査 

第１節 調査 

第１２２条～第１２４条 [略] 

第１２５条 動産に関する調査 

   動産に関する調査は、世帯ごとに次の各号に掲げる事項について行うものとする。 
    （１）動産の所在地所有者の氏名等及び住所等（建物番号及び室番号） 
    （２）所有者の氏名等及び住所等動産の所在地 
    （３）住居又は店舗等の占有面積及び収容状況。 

ピアノ、美術品、金庫等で特別な取扱いを必要とするものについては、個別に調査する。 
    （４）一般動産については、品目、形状、寸法、容量及び重量及び数量又は体積 
    （５）その他必要と認める事項 
 
第２節 調査書の作成 

第１２６条 調査書の作成 
   前３条の調査に係る調査書は、次に掲げる調査表に所定の事項を記載することにより作成するものとする。 
 
    （１）営業調査表 
    （２）居住者等調査表 
    （３）動産調査表 

２ [新設] 
 
３ [新設]  

第３節 算定 
第１２７条 補償額の算定 

   営業に関する補償額の算定は、調査職員から営業補償の方法につき指示を受けるほか、建物及び工作物の移転料の算定

業務が当該委託契約の対象とされていないときは、これらの移転工法の教示を得た上で、行うものとする。 
 ２ [略] 
３ 動産移転料の算定は、前条[新設]で作成した調査書を基に[新設]行うものとする。 

この場合において、美術品等の特殊な動産で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるものについては、

専門業者の見積を徴するものとする。 
第８章 消費税等調査 

第１２８条～第１３０条 [略] 

第９章 予備調査 

第１節 調査 
第１３１条 予備調査 

   予備調査は、工場、店舗、営業所、ドライブイン、コンビニエンスストア、パチンコ店、ガソリンスタンド、ゴルフ練

習場等で大規模なもの(以下「工場等」という。）の敷地（土地）の一部が取得等の対象となる場合において、現状の機能を

構内（残地）において回復させることの検討が必要であると認められるときに、当該[新設]工場等の使用実態、建物等の影



9 

改正後（R1.10 改正） 現 行 

 
第１３２条 企業内容等の調査 

   予備調査に係る大規模工場等の企業内容等の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 
 （１）～（３）[略] 
 （４）他に大規模工場等を有している場合には、他大規模工場等と当該大規模工場等との関係 
 （５）～（８）[略]  

第１３３条 敷地使用実態の調査 
予備調査に係る大規模工場等の敷地の使用実態の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

 （１）～（７）[略] 
第１３４条～第１３５条 [略] 

第２節 調査書等の作成 
第１３６条 [略] 

第１３７条 配置図 

   予備調査に係る大規模工場等の配置図は、当該大規模工場等の敷地のうち予備調査の対象とした範囲について、第１３

３条の調査結果を基に次の各号により作成するものとする。 
ただし、当該大規模工場等の敷地が広大な場合で敷地全体の配置図等が権利者から提供されたときは、これを使用する

ことができる。 
 （１）～ （３）[略]  

第１３８条 建物、機械設備等の図面作成 
   予備調査に係る大規模工場等の建物及び機械設備等の図面は、概算による推定再建築費等の積算が可能な程度の平面図

及び立面図等を必要最小限度作成するものとする。 
第１３９条～第１４０条 [略] 

第１０章 移転工法案の検討等 

第１節 調査 
第１４１条 移転工法案の検討 

移転工法案の検討とは、大規模工場等で当該敷地（土地）の一部が取得等の対象となる場合において、当該敷地に存在

する建物等の機能の全部又は一部を残地において回復するための通常妥当とする移転方法等の案を検討することをいう。 
 

第１４２条 企業内容等の調査 
   大規模工場等の企業内容等の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

ただし、第１３６条の調査書の貸与を受けた場合には、その調査書を基に調査を行うものとする。 
 （１）～（３）[略] 
 （４）他に工場等を有している場合には、他大規模工場等と当該大規模工場等との関係 
 （５）～（８）[略] 

第１４３条 敷地使用実態の調査 
   大規模工場等の敷地の使用実態の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

ただし、第１３３条の調査結果資料の貸与を受けた場合には、その資料を基に調査を行うものとする。 
（１）～（７）[略] 

響の範囲及び想定される移転計画（レイアウト）の概略を予め把握するために行う調査とする。 
第１３２条 企業内容等の調査 

   予備調査に係る[新設]工場等の企業内容等の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 
 （１）～（３）[略] 
 （４）他に[新設]工場等を有している場合には、他[新設]工場等と当該[新設]工場等との関係 
 （５）～（８）[略]  

第１３３条 敷地使用実態の調査 
予備調査に係る[新設]工場等の敷地の使用実態の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

 （１）～（７）[略]  
第１３４条～第１３５条 [略] 

第２節 調査書等の作成 
第１３６条 [略] 

第１３７条 配置図 

   予備調査に係る[新設]工場等の配置図は、当該[新設]工場等の敷地のうち予備調査の対象とした範囲について、第１３３

条の調査結果を基に次の各号により作成するものとする。 
ただし、当該[新設]工場等の敷地が広大な場合で敷地全体の配置図等が権利者から提供されたときは、これを使用するこ

とができる。 
 （１）～ （３）[略]  

第１３８条 建物、機械設備等の図面作成 
   予備調査に係る[新設]工場等の建物及び機械設備等の図面は、概算による推定再建築費等の積算が可能な程度の平面図及

び立面図等を必要最小限度作成するものとする。 
第１３９条～第１４０条 [略] 

第１０章 移転工法案の検討等 

第１節 調査 
第１４１条 移転工法案の検討 

移転工法案の検討とは、[新設]工場等で当該敷地（土地）の一部が取得等の対象となる場合において、当該工事等の企業

内容及び敷地使用実態などを調査した上で、現状の機能を構内（残地）において回復させる敷地内工法の移転工法案の作

成を行うことをいう。 
第１４２条 企業内容等の調査 

   [新設]工場等の企業内容等の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 
ただし、第１３６条の調査書の貸与を受けた場合には、その調査書を基に調査を行うものとする。 

 （１）～（３）[略] 
 （４）他に工場等を有している場合には、他[新設]工場等と当該[新設]工場[新設]との関係 
 （５）～（８）[略] 

第１４３条 敷地使用実態の調査 
   [新設]工場等の敷地の使用実態の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

ただし、第１３３条の調査結果資料の貸与を受けた場合には、その資料を基に調査を行うものとする。 
（１）～（７）[略] 
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第２節 調査書等の作成 
第１４４条 [略] 

第１４５条 移転工法案の作成 

   大規模工場等の移転工法案は、第８６条から第９４条まで、第９６条、第１４２条及び第１４３条の調査結果を基に、

次の各号に掲げる内容で２又は３案を作成するものとする。 
この場合において、残地が建物等の移転先地として運用方針第１５第１（４）アからウまでの要件に該当するか否かの

検討を行うものとする。 
 （１）～（７）[略] 
２ [略] 
第１４６条 [略] 

第１１章 再算定業務 

第１４７条 [略] 

第１４８条 再算定の方法 
   建物等の補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従前の移転工法及び補償額の算定方法により行

うものとする。 
 （１）補償額の算定項目、算定方法等に係る要綱、運用方針又は調査算定要領等が改正されている場合には、改正後の要綱

等により算定する。 
 （２）[略] 
第１２章 土地評価 

第１４９条～第１５４条 [略] 

第１３章 補償説明 

第１５５条～第１５８条 [略] 

第１５９条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を補償説

明記録簿に記載するものとする。 
第１６０条 [略] 

第１４章 地盤変動影響調査等 

第１節 調査 
第１６１条 [略] 

第１６２条 調査 

   地盤変動影響調査は、地盤変動要領に準じて行うものとする。 
 

第１６３条 [略] 

第２節 調査書等の作成 
第１６４条 費用負担額の算定 

   損害等が生じた建物等の費用負担の算定は、地盤変動要領により行うものとする。 
  ２ [略] 
第１５章 費用負担の説明 

第２節 調査書等の作成 
第１４４条 [略] 

第１４５条 移転工法案の作成 

   [新設]工場等の移転工法案は、第８６条から第９４条まで、第９６条、第１４２条及び第１４３条の調査結果を基に、次

の各号に掲げる内容で２又は３案を作成するものとする。 
この場合において、残地が建物等の移転先地として運用方針第１５第１（４）アからウまでの要件に該当するか否かの

検討を行うものとする。 
 （１）～（７）[略] 
２ [略] 
第１４６条 [略] 

第１１章 再算定業務 

第１４７条 [略] 

第１４８条 再算定の方法 
   建物等の補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従前の移転工法及び補償額の算定方法により行

うものとする。 
 （１）補償額の算定項目、算定方法等に係る要綱、運用方針又は調査積算要領等が改正されている場合には、改正後の要綱

等により算定する。 
 （２）[略] 
第１２章 土地評価  

第１４９条～第１５４条 [略] 

第１３章 補償説明 

第１５５条～第１５８条 [略] 

第１５９条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を[新設]
記録簿に記載するものとする。 
第１６０条 [略] 

第１４章 地盤変動影響調査等 

第１節 調査 
第１６１条 [略] 

第１６２条 調査 

   地盤変動影響調査は、別に定める地盤変動影響調査算定要領（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７６号農林水

産省農村振興局整備部設計課長通知）に準じて行うものとする。 
第１６３条 [略] 

第２節 調査書等の作成 
第１６４条 費用負担額の算定 

   損害等が生じた建物等の費用負担の算定は、地盤変動影響調査算定要領により行うものとする。 
  ２ [略] 
第１５章 費用負担の説明 
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第１６５条～第１６８条 [略] 

第１６９条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を補償説

明記録簿に記載するものとする。 
第１７０条 [略] 

第１６章 騒音等調査 

第１７１条～第１７２条 [略] 

第１７章 事業認定申請図書等の作成 

第１７３条～第１８５条 [略] 

第１８章 物件調書の作成 

第１８６条 [略] 

第１９章 保安林解除等申請図書の作成 

第１８７条～第１９０条 [略] 

第２０章 完了図書の作成 

第１９１条～第１９３条 [略] 

第２１章 内水面漁業権等調査 

第１９４条～第１９５条 [略] 

第２２章 写真台帳の作成 

第１９６条 写真台帳の作成 
   受注者は、第６章、第７章、第９章、第１０章及び第１４章に定める調査等と併せて次の各号に定めるところにより写

真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成するものとする。 
（１）～（２）[略]  
（３）第７章に定める調査のうち、動産に関する調査と併せて行う写真の撮影は、[削除]動産の種類、形状、収容状況等が容

易にわかるものとする。 
（４）～（５）[略] 
（６）第１４章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、地盤変動要領により行う。 

２ ～４ [略] 

第１６５条～第１６８条 [略] 

第１６９条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を[新設]
記録簿に記載するものとする。 
第１７０条 [略] 

第１６章 騒音等調査  

第１７１条～第１７２条 [略] 

第１７章 事業認定申請図書等の作成 

第１７３条～第１８５条 [略] 

第１８章 物件調書の作成 

第１８６条 [略] 

第１９章 保安林解除等申請図書の作成 

第１８７条～第１９０条 [略] 

第２０章 完了図書の作成 

第１９１条～第１９３条 [略] 

第２１章 内水面漁業権等調査 

第１９４条～第１９５条 [略] 

第２２章 写真台帳の作成 

第１９６条 写真台帳の作成 
   受注者は、第６章、第７章、第９章、第１０章及び第１４章に定める調査等と併せて次の各号に定めるところにより写

真を撮影し、所有者ごとに写真台帳を作成するものとする。 
（１）～（２）[略]  
（３）第７章に定める調査のうち、動産に関する調査と併せて行う写真の撮影は、第１２５条第３号及び第４号の動産の種

類[新設]等が容易にわかるものとする。 
（４）～（５）[略] 
（６）第１４章に定める調査等と併せて行う写真の撮影は、地盤変動影響調査算定要領により行う。 
２ ～４ [略]  

 

 
 

 
 

 
 

 


